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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　軸体と、該軸体の外周上に弾性層と、該弾性層の外周上に少なくとも一層の表面層とを
有し、潜像担持体と当接して表面に担持した現像剤を該潜像担持体へ移送し該潜像担持体
上の静電潜像を可視化する現像ローラにおいて、
　前記表面層が、フッ化アルキル基及びオキシアルキレン基を有し、かつ、ＳｉＯ0.5Ｒ

1

（ＯＲ2）（ＯＲ3）で示される第１のユニット、ＳｉＯ1.0Ｒ
4（ＯＲ5）で示される第２

のユニット、及びＳｉＯ1.5Ｒ
6で示される第３のユニットを有するポリシロキサンを含有

し、
　該ポリシロキサン中の該第１のユニットのモル数をｘ［ｍｏｌ］、該第２のユニットの
モル数をｙ［ｍｏｌ］、該第３のユニットのモル数をｚ［ｍｏｌ］としたとき、０．６０
≦｛（ｘ＋ｙ）／（ｘ＋ｙ＋ｚ）｝≦０．８０であることを特徴とする現像ローラ
（上記の第１、第２及び第３のユニットにおいて、Ｒ1、Ｒ4及びＲ6は、それぞれ独立に
、置換または無置換のアルキル基、もしくは、置換または無置換のアリール基を示し、Ｒ
2、Ｒ3及びＲ5は、それぞれ独立に、水素原子、もしくは、置換または無置換のアルキル
基を示す）。
【請求項２】
　前記ポリシロキサンにおいて、
　前記フッ化アルキル基の含有量が、該ポリシロキサンの全質量に対して５．０質量％以
上５０．０質量％以下であり、前記オキシアルキレン基の含有量が、該ポリシロキサンの
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全質量に対して５．０質量％以上７０．０質量％以下である請求項１に記載の現像ローラ
。
【請求項３】
　前記ポリシロキサンがさらにアルキル基及びアリール基を有し、
　前記ポリシロキサンにおいて、
　前記フッ化アルキル基の含有量が、該ポリシロキサンの全質量に対して５．０質量％以
上３０．０質量％以下であり、
　前記オキシアルキレン基の含有量が、該ポリシロキサンの全質量に対して５．０質量％
以上３０．０質量％以下であり、
　該アルキル基の含有量が、該ポリシロキサンの全質量に対して５．０質量％以上３０．
０質量％以下であり、
　該アリール基の含有量が、該ポリシロキサンの全質量に対して５．０質量％以上３０．
０質量％以下である請求項１または２に記載の現像ローラ。
【請求項４】
　前記ポリシロキサンが、下記工程（１）及び（２）を経て得られたものである請求項１
乃至３のいずれか一項に記載の現像ローラ：
（１）カチオン重合可能な基を有する加水分解性シラン化合物と、フッ化アルキル基を有
する加水分解性シラン化合物とを加水分解によって縮合させる縮合工程、
（２）前記カチオン重合可能な基を開裂させることにより、工程（１）により得られた加
水分解性縮合物を架橋させる架橋工程。
【請求項５】
　前記ポリシロキサンが、下記工程（３）及び（４）を経て得られるポリシロキサンであ
る請求項１乃至３のいずれか一項に記載の現像ローラ：
（３）カチオン重合可能な基を有する加水分解性シラン化合物と、フッ化アルキル基を有
する加水分解性シラン化合物と、下記式（Ｉ）で示される構造を有する加水分解性シラン
化合物とを加水分解によって縮合させる縮合工程：
【化１】

（式（Ｉ）中、Ｒ１１は、アリール基で置換されたアルキル基または無置換のアルキル基
、もしくは、アルキル基で置換されたアリール基または無置換のアリール基を示し、Ｒ１

２は、飽和または不飽和の１価の炭化水素基を示し、ａは０乃至３の整数であり、ｂは１
乃至４の整数であり、ａ＋ｂ＝４である）、
（４）前記カチオン重合可能な基を開裂させることにより、工程（３）により得られた加
水分解性縮合物を架橋させる架橋工程。
【請求項６】
　前記カチオン重合可能な基を有する加水分解性シラン化合物が、下記式（ＩＩ）で示さ
れる構造を有する請求項４または５に記載の現像ローラ：
【化２】
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（式（ＩＩ）中、Ｒ２１及びＲ２２は、それぞれ独立に、置換または無置換のアルキル基
を示し、Ｚ２１は、２価の有機基を示し、Ｒｃ２１は、カチオン重合可能な基を示し、ｄ
は０乃至２の整数であり、ｅは１乃至３の整数であり、ｄ＋ｅ＝３である）。
【請求項７】
　前記フッ化アルキル基を有する加水分解性シラン化合物が、下記式（ＩＩＩ）で示され
る構造を有する請求項４乃至６のいずれか一項に記載の現像ローラ：
【化３】

（式（ＩＩＩ）中、Ｒ３１及びＲ３２は、それぞれ独立に、置換または無置換のアルキル
基を示し、Ｚ３１は、２価の有機基を示し、Ｒｆ３１は、炭素数１乃至１１のパーフルオ
ロアルキル基を示し、ｆは０乃至２の整数であり、ｇは１乃至３の整数であり、ｆ＋ｇ＝
３である）。
【請求項８】
　前記弾性層がシリコーンゴムである請求項１乃至７のいずれか一項に記載の現像ローラ
。
【請求項９】
　請求項１～８のいずれか一項に記載の現像ローラの製造方法であって、
（１）カチオン重合可能な基を有する加水分解性シラン化合物と、フッ化アルキル基を有
する加水分解性シラン化合物とを加水分解させ、それらの縮合物を得る工程、
（２）該縮合物と、カチオン重合開始剤とを含む表面層形成用の塗布液を調製する工程、
（３）該塗布液を前記弾性層上に塗布し、該カチオン重合可能な基を開裂させることによ
り、該縮合物を架橋させて前記表面層を形成する工程、を有することを特徴とする現像ロ
ーラの製造方法。
【請求項１０】
　前記カチオン重合可能な基を有する加水分解性シラン化合物が、下記式（ＩＩ）で示さ
れる構造を有し、前記フッ化アルキル基を有する加水分解性シラン化合物が、下記式（Ｉ
ＩＩ）で示される構造を有する請求項９に記載の製造方法：
【化４】
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【化５】

（上記式（ＩＩ）中、Ｒ２１及びＲ２２は、それぞれ独立に、置換または無置換のアルキ
ル基を示し、Ｚ２１は、炭素数１～６のアルキレン基を示し、Ｒｃ２１は、カチオン重合
可能な基を示し、ｄは０乃至２の整数であり、ｅは１乃至３の整数であり、ｄ＋ｅ＝３で
ある。上記式（ＩＩＩ）中、Ｒ３１及びＲ３２は、それぞれ独立に、置換または無置換の
アルキル基を示し、Ｚ３１は、２価の有機基を示し、Ｒｆ３１は、炭素数１乃至１１のパ
ーフルオロアルキル基を示し、ｆは０乃至２の整数であり、ｇは１乃至３の整数であり、
ｆ＋ｇ＝３である）。
【請求項１１】
　少なくとも現像剤を収容するための容器と、前記容器に収容された現像剤を担持し、搬
送するための現像ローラと、現像剤規制部材により該現像ローラ上に現像剤の層を形成す
るための現像剤規制部材とを有している現像装置において、
　該現像ローラが、請求項１乃至８のいずれか一項に記載の現像ローラであることを特徴
とする現像装置。
【請求項１２】
　画像形成装置の本体に着脱可能に構成されている電子写真プロセスカートリッジであっ
て、請求項１乃至８のいずれか一項に記載の現像ローラを有することを特徴とする電子写
真プロセスカートリッジ。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は複写機、レーザープリンタ等の電子写真装置などにおいて用いられる現像ロー
ラおよびその製造方法、ならびに該現像ローラを備える電子写真プロセスカートリッジお
よび現像装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来の電子写真方式を用いたプリンタにおいては、その内部に画像形成部が設置され、
画像はクリーニング、帯電、潜像形成、現像、転写、定着のプロセスを経て形成される。
画像形成部は電子写真感光体である感光ドラムを備えており、かつクリーニング部、帯電
部、潜像形成部、現像部および転写部を備えている。この画像形成部で形成された感光ド
ラム上の画像は転写部で記録材に転写され、搬送された後、定着部にて加熱・加圧され、
定着された記録画像として排出される。
【０００３】
　近年ではプリンタ等のＯＡ機器は高画質化および高寿命化が進んでおり、それに伴い感
光ドラム上の静電潜像を現像剤により可視化する現像プロセスにおいては、現像ローラと
して弾性体を用い、感光ドラムに均一に圧接して現像を行う接触現像方式が提案されてい
る。
　しかし圧接時には、弾性体に含まれる低分子量物質が染み出しやすく、圧接部材へ付着
し、得られる画像や寿命に悪影響を与えることが多い。そのため一般的には現像ローラに
は表面層が形成され、これにより弾性体からの低分子量物質の染み出しを防ぐ対策がとら
れている。
【０００４】
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　また、接触現像における現像ローラは、現像剤を搬送させながら圧接部材へ当接させて
使用するのが一般的である。そのため形成された現像ローラ表面層のタック性が強いと搬
送している現像剤が現像ローラ表面層上に密着し、適正な現像効率を得ることができない
。そのため、感光ドラム上の潜像部に適正な量の現像剤を搬送できず、得られた画像には
ムラの発生など弊害が見られる。さらには、現像ローラ上で移送されずに付着したままの
現像剤はその後も圧接部材との当接を繰り返すために徐々に劣化していき、最終的には現
像ローラ上に融着する、いわゆるフィルミングを引き起こす原因となっている。
【０００５】
　このような問題を解決するために、現像剤の離型性が良好である材料を表面層に用いた
ゴムローラが提案されている（特許文献１参照）
【特許文献１】特開平３－２１４１８３
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　しかしながら、特許文献１に記載の技術では、使用する表面層材料と弾性体との密着力
が低く、現像ローラとして使用する際、表面層の剥離などの問題が発生し高耐久性を満た
すことができなかった。
　さらには、特許文献１に記載の材料において、直鎖状のポリオルガノシロキサンを主骨
格とする材料を使用しているために柔軟性に富み、弾性体に含まれる低分子量物質の染み
出しを防ぐことが困難であった。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明者は、鋭意検討した結果、下記の本発明によって上記課題を解決することが出来
ることを見出した。
　本発明の第1の形態は、軸体と、該軸体の外周上に弾性層と、該弾性層の外周上に少な
くとも一層の表面層とを有し、感光体と接触して表面に担持した現像剤を該感光体へ移送
し該感光体上の静電潜像を可視化する現像ローラにおいて、前記表面層がフッ化アルキル
基およびオキシアルキレン基を有するポリシロキサンを含有し、かつ、ＳｉＯ0.5Ｒ

1（Ｏ
Ｒ2）（ＯＲ3）で示される第１のユニット、ＳｉＯ1.0Ｒ

4（ＯＲ5）で示される第２のユ
ニット及びＳｉＯ1.5Ｒ

6で示される第３のユニットを有するポリシロキサン（第１、２及
び３ユニット中、Ｒ1、Ｒ4及びＲ6は、それぞれ独立に、置換または無置換のアルキル基
、もしくは、置換または無置換のアリール基を示し、Ｒ2、Ｒ3及びＲ5は、それぞれ独立
に、水素原子、もしくは、置換または無置換のアルキル基を示す）を含有し、該ポリシロ
キサン中の前記第１のユニットのモル数をｘ［ｍｏｌ］とし、前記第２のユニットのモル
数をｙ［ｍｏｌ］とし、前記第３のユニットのモル数をｚ［ｍｏｌ］としたとき、０．６
０≦｛（ｘ＋ｙ）／（ｘ＋ｙ＋ｚ）｝≦０．８０であることを特徴とする現像ローラであ
る。
【０００８】
　本発明の第２の形態は、前記ポリシロキサン中のフッ化アルキル基の含有量が、前記ポ
リシロキサンの全質量に対して５．０質量％以上５０．０質量％以下であり、前記ポリシ
ロキサン中のオキシアルキレン基の含有量が前記ポリシロキサンの全質量に対して５．０
質量％以上７０．０質量％以下である本発明の第１の形態の現像ローラである。
【０００９】
　本発明の第３の形態は、前記ポリシロキサンがさらにアルキル基及びアリール基を有し
、前記ポリシロキサン中のフッ化アルキル基の含有量が前記ポリシロキサンの全質量に対
して５．０質量％以上３０．０質量％以下であり、前記ポリシロキサン中のオキシアルキ
レン基の含有量が前記ポリシロキサンの全質量に対して５．０質量％以上３０．０質量％
以下であり、前記ポリシロキサン中のアルキル基の含有量が前記ポリシロキサンの全質量
に対して５．０質量％以上３０．０質量％以下であり、及び前記ポリシロキサン中のアリ
ール基の含有量が前記ポリシロキサンの全質量に対して５．０質量％以上３０．０質量％
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【００１０】
　本発明の第４の形態は、前記ポリシロキサンが、下記工程（１）及び（２）を経て得ら
れるポリシロキサンである本発明の第１乃至３の形態のいずれか一つの形態の現像ローラ
である：
（１）カチオン重合可能な基を有する加水分解性シラン化合物と、フッ化アルキル基を有
する加水分解性シラン化合物とを加水分解によって縮合させる縮合工程、
（２）前記カチオン重合可能な基を開裂させることにより、工程（１）により得られた加
水分解性縮合物を架橋させる架橋工程。
【００１１】
　本発明の第５の形態は、前記ポリシロキサンが、下記工程（３）及び（４）を経て得ら
れるポリシロキサンである本発明の第１乃至３の形態のいずれか一つの形態の現像ローラ
である：
（３）カチオン重合可能な基を有する加水分解性シラン化合物と、フッ化アルキル基を有
する加水分解性シラン化合物と、下記式（Ｉ）：
【化１】

（式（Ｉ）中、Ｒ11は、アリール基で置換されたアルキル基または無置換のアルキル基、
もしくは、アルキル基で置換されたアリール基または無置換のアリール基を示し、Ｒ12は
、飽和または不飽和の１価の炭化水素基を示し、ａは０乃至３の整数であり、ｂは１乃至
４の整数であり、ａ＋ｂ＝４である）
で示される構造を有する加水分解性シラン化合物とを加水分解によって縮合させる縮合工
程、
（４）前記カチオン重合可能な基を開裂させることにより、工程（３）により得られた加
水分解性縮合物を架橋させる架橋工程。
【００１２】
　本発明の第６の形態は、前記ポリシロキサンが、下記工程（５）及び（６）を経て得ら
れるポリシロキサンである本発明の第１乃至３の形態のいずれか一つの形態の現像ローラ
である：
（５）カチオン重合可能な基を有する加水分解性シラン化合物と、フッ化アルキル基を有
する加水分解性シラン化合物と、アルキル基を有する加水分解性シラン化合物と、アリー
ル基を有する加水分解性シラン化合物とを加水分解によって縮合させる縮合工程、
（６）前記カチオン重合可能な基を開裂させることにより、工程（５）により得られた加
水分解性縮合物を架橋させる架橋工程。
【００１３】
　本発明の第７の形態は、前記カチオン重合可能な基を有する加水分解性シラン化合物が
、下記式（ＩＩ）： 
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【化２】

（式（ＩＩ）中、Ｒ２１及びＲ２２は、それぞれ独立に、置換または無置換のアルキル基
を示し、Ｚ２１は、２価の有機基を示し、Ｒｃ２１は、カチオン重合可能な基を示す。ｄ
は０乃至２の整数であり、ｅは１乃至３の整数であり、ｄ＋ｅ＝３である）
で示される構造を有する加水分解性シラン化合物である本発明の第４乃至６の形態のいず
れか一つの形態の現像ローラである。
【００１４】
　本発明の第８の形態は、前記フッ化アルキル基を有する加水分解性シラン化合物が、下
記式（ＩＩＩ）： 
【化３】

（式（ＩＩＩ）中、Ｒ３１及びＲ３２は、それぞれ独立に、置換または無置換のアルキル
基を示し、Ｚ３１は、２価の有機基を示し、Ｒｆ３１は、炭素数１乃至１１のパーフルオ
ロアルキル基を示す。ｆは０乃至２の整数であり、ｇは１乃至３の整数であり、ｆ＋ｇ＝
３である）
で示される構造を有する加水分解性シラン化合物である本発明の第４乃至６の形態のいず
れか一つの形態の現像ローラである。
【００１５】
　本発明の第９の形態は、前記表面層の層厚が０．１μm以上１．５μm以下である本発明
の第１乃至８の形態のいずれか一つの形態の現像ローラである。
【００１６】
　本発明の第１０の形態は、前記弾性層のマイクロゴム硬度が２０°以上６０°未満であ
り、かつ、該弾性層の層厚が１ｍｍ以上５ｍｍ以下である本発明の第１乃至９の形態のい
ずれか一つの形態の現像ローラである。
【００１７】
　本発明の第１１の形態は、前記弾性層がシリコーンゴムである本発明の第１乃至１０の
形態のいずれか一つの形態の現像ローラである。
【００１８】
　本発明の第１２の形態は、軸体と、該軸体の外周上に弾性層と、該弾性層の外周上に少
なくとも一層の表面層とを有し、感光体と接触して表面に担持した現像剤を該感光体へ移
送し該感光体上の静電潜像を可視化する現像ローラであって、前記表面層がフッ化アルキ
ル基およびオキシアルキレン基を有するポリシロキサンを含有し、かつ、ＳｉＯ0.

5Ｒ1（
ＯＲ2）（ＯＲ3）で示される第１のユニット、ＳｉＯ1.0Ｒ

4（ＯＲ5）で示される第２の
ユニット及びＳｉＯ1.

5Ｒ6で示される第３のユニットを有するポリシロキサン（第１、２
及び３ユニット中、Ｒ1、Ｒ4及びＲ6は、それぞれ独立に、置換または無置換のアルキル
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基、もしくは、置換または無置換のアリール基を示し、Ｒ2、Ｒ3及びＲ5は、それぞれ独
立に、水素原子、もしくは、置換または無置換のアルキル基を示す）を含有し、前記ポリ
シロキサン中の前記第１のユニットのモル数をｘ［ｍｏｌ］とし、前記第２のユニットの
モル数をｙ［ｍｏｌ］とし、前記第３のユニットのモル数をｚ［ｍｏｌ］としたとき、０
．６０≦｛（ｘ＋ｙ）／（ｘ＋ｙ＋ｚ）｝≦０．８０である表面層を有する現像ローラの
製造方法において、
前記ポリシロキサンが、下記工程（１）及び（２）を経て得られるポリシロキサンで形成
されたことを特徴とする現像ローラの製造方法である：
（１）カチオン重合可能な基を有する加水分解性シラン化合物と、フッ化アルキル基を有
する加水分解性シラン化合物とを加水分解によって縮合させる縮合工程、
（２）前記カチオン重合可能な基を開裂させることにより、工程（１）により得られた加
水分解性縮合物を架橋させる架橋工程。
【００１９】
　本発明の第１３の形態は、本発明の第１２の形態の現像ローラの製造方法により製造さ
れた現像ローラである。
【００２０】
　本発明の第１４の形態は、少なくとも現像剤を収容するための容器と、前記容器に貯蔵
された現像剤を担持搬送するための現像ローラを有し、現像剤層厚規制部材により前記現
像ローラ上に現像剤層を形成しながら現像ローラ上の現像剤を静電潜像担持体と対向する
現像領域へと搬送し、前記静電潜像担持体の静電潜像を現像剤により現像し、現像剤像を
形成する現像装置において、前記現像ローラが、本発明の第１乃至１２及び１３の形態の
いずれか一つの態様の現像ローラであることを特徴とする現像装置である。
【００２１】
　本発明の第１５の形態は、電子写真画像形成装置本体に脱離可能に装着される電子写真
プロセスカートリッジにおいて、該カートリッジが、本発明の第１乃至１２及び１３の形
態のいずれか一つの形態の現像ローラを有することを特徴とする電子写真プロセスカート
リッジである。
【発明の効果】
【００２２】
　本発明によれば、適正な現像効率を維持しながら、安定した画像を長期間に亘って形成
できる現像ローラを提供することが出来る。また、本発明によれば、弾性体からの低分子
量物質の染み出しを防止しうる表面層を有する現像ローラであって、長時間圧接部材へ圧
接放置を行っても安定した画像を形成しうる現像ローラを提供することが出来る。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２３】
　以下、本発明の現像ローラについてさらに詳細に説明する。
　本発明の現像ローラの断面図の１例を図１に示す。本発明の現像ローラは中心に軸体１
０１と、軸体の外周上に形成された弾性層１０２と、その弾性層の外周上に形成された少
なくとも一層の表面層１０３とを有する構成となっている。
【００２４】
　本発明の特徴の一つは、表面層がフッ化アルキル基及びオキシアルキレン基を有するポ
リシロキサンを含有していることである。このフッ化アルキル基を有するポリシロキサン
を含有する表面層を形成することで、現像ローラ表面のタック性は低下し、現像剤の離型
性は大きく向上する。これにより、現像ローラの現像効率は常に安定しており、得られた
画像の濃度ムラ発生を抑制することが可能である。
【００２５】
　フッ化アルキル基としては、例えば、直鎖または分岐アルキル基の水素原子の一部また
は全部をフッ素原子で置換したものが挙げられる。その中でも、炭素数６～３１の直鎖状
のパーフルオロアルキル基が好ましい。
【００２６】
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　前記オキシアルキレン基を有するポリシロキサンを含有する表面層を形成することで、
現像ローラの弾性体と表面層との密着性が向上し、耐久性が増す効果が得られる。これは
、オキシアルキレン基の極性の大きさによるものと思われる。使用条件や弾性体の物性に
よっては、表面層を形成する前に、前処理としてプラズマ処理やコロナ放電処理、紫外線
処理などの乾式処理、若しくはシランカップリング剤処理などの湿式処理を弾性体表面に
行ってもよい。
前記のオキシアルキレン基とは、―Ｏ―Ｒ―（Ｒ：アルキレン基）で示される構造を有す
る２価の基（「アルキレンエーテル基」と呼ばれることもある。）である。このＲ（アル
キレン基）としては、炭素数１～６のアルキレン基が好ましい。
【００２７】
　このように、表面層がフッ化アルキル基及びオキシアルキレン基を有するポリシロキサ
ンを含有することで、現像効率の安定化と高い耐久性を同時に満たす現像ローラを得るこ
とが可能とる。
【００２８】
　また、本発明の現像ローラの表面層は、ＳｉＯ0.5Ｒ

1（ＯＲ2）（ＯＲ3）で示される第
１のユニット、ＳｉＯ1.0Ｒ

4（ＯＲ5）で示される第２のユニット及びＳｉＯ1.5Ｒ
6で示

される第３のユニットを有するポリシロキサンを含有する。該ポリシロキサン中の前記第
１のユニットのモル数をｘ［ｍｏｌ］とし、前記第２のユニットのモル数をｙ［ｍｏｌ］
とし、前記第３のユニットのモル数をｚ［ｍｏｌ］としたとき、０．６０≦｛（ｘ＋ｙ）
／（ｘ＋ｙ＋ｚ）｝≦０．８０の条件を満たすことが必要である。さらに好ましくは０．
６５≦｛（ｘ＋ｙ）／（ｘ＋ｙ＋ｚ）｝≦０．７５である。　なお、上記Ｒ1、Ｒ4及びＲ
6は、それぞれ独立に、置換もしくは無置換のアルキル基、または、置換もしくは無置換
のアリール基を示し、Ｒ2、Ｒ3及びＲ5は、それぞれ独立に、水素原子、または、置換も
しくは無置換のアルキル基を示す。
【００２９】
　（ｘ+ｙ）／（ｘ+ｙ+ｚ）が上記の条件を満たすとき、表面層に含まれるポリシロキサ
ンが網目構造を有すると同時に柔軟性を有する。その結果、表面層において、弾性体の形
状変化に追従しつつ、含まれている低分子量物質の染み出しを防ぐ効果を得ることができ
る。
（ｘ＋ｙ）／（ｘ＋ｙ＋ｚ）が０．６０未満であると、シロキサン結合の数が多くなり過
ぎるために表面層の膜硬度が上昇し、ヒビ割れが生じやすくなる。そのため、耐久性が低
下するという問題を引き起こす。また、（ｘ＋ｙ）／（ｘ＋ｙ＋ｚ）が０.８０より大き
いと、シラノール基やアルコキシ基など吸水性の高い官能基の量が多くなりすぎるために
、高湿環境下において現像ローラ表面層が湿度による影響を受けやすくなる。その結果、
高湿環境下においては現像剤の摩擦帯電量が不均一となり、帯電量の不足、あるいは逆帯
電した現像剤が非画像部の感光ドラム上に移送されることに起因する、所謂カブリの発生
などの問題が発生する。
【００３０】
　なお、上記の「ＳｉＯ0.5Ｒ1（ＯＲ2）（ＯＲ3）で示される第１のユニット」とは、下
記式（ＩＶ）に示すようなポリシロキサンのうちの四角で囲んだ範囲Ａ１を意味する。範
囲Ａ１の中の、アルコキシ基の酸素原子でない酸素原子（すなわち、Ｓｉ－Ｏ－ＳｉのＯ
）は、２個のケイ素原子と結合しているため、ケイ素原子１個あたりが結合している酸素
原子の数は０．５個とみなされる。
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【００３１】
　上記の「ＳｉＯ1.0Ｒ

4（ＯＲ5）で示される第２のユニット」も、「ＳｉＯ0.5Ｒ1（Ｏ
Ｒ2）（ＯＲ3）で示される第１のユニット」と同様であり、具体的には、下記式（Ｖ）に
示すようなポリシロキサンのうちの四角で囲んだ範囲Ａ２を意味する。

【化５】

【００３２】
　上記の「ＳｉＯ1.5Ｒ

6で示される第３のユニット」も、「ＳｉＯ0.5Ｒ1（ＯＲ2）（Ｏ
Ｒ3）で示される第１のユニット」と同様であり、具体的には、下記式（ＶＩ）に示すよ
うなポリシロキサンのうちの四角で囲んだ範囲Ａ３を意味する。
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【化６】

　なお、前記Ｒ１～Ｒ６の表記はそれぞれ独立した官能基を表記したものであり、付随す
る数値（１～６）は官能基の個数を表したものではない。
【００３３】
　前記ポリシロキサン中のフッ化アルキル基の含有量は、前記ポリシロキサンの全質量に
対して５．０質量％以上５０．０質量％以下であることが好ましい。前記フッ化アルキル
基の含有量が５．０質量％未満であるとフッ化アルキル基の含有効果であるタック性の低
下が見られず、現像効率の不安定さによる濃度ムラやフィルミングによるカブリが発生す
る。また、５０．０質量％より多くなると、弾性体と表面層の密着性に関与してしまい、
耐久性の低下の原因となる。
【００３４】
　前記ポリシロキサン中のオキシアルキレン基の含有量は、前記ポリシロキサンの全質量
に対して５．０質量％以上７０．０質量％以下であることが好ましい。前記オキシアルキ
レン基の含有量が５．０質量％未満であると、オキシアルキレン基の含有効果である弾性
体と表面層の密着性の向上が見られず、高い耐久性が得られない。また、７０．０質量％
より大きくなると、表面層の現像剤付着が激しくなり、現像ローラ表面に現像剤が融着す
る、所謂フィルミングが発生し、カブリが発生しやすくなる。
【００３５】
　また、前記ポリシロキサン中のシロキサン部分の含有量は、ポリシロキサンの全質量に
対して２０．０質量％以上９０．０質量％以下であることが好ましい。前記シロキサン部
分の含有量が２０．０質量％未満であると、弾性体が含有する低分子量物質の染み出しを
防ぐことが出来ない。また、９０．０質量％より大きくなると、フィルミングの発生や表
面層の密着性の低下などが見られる。
なおここで、前記シロキサン部分とは、ポリシロキサン中の―Ｓｉ―Ｏ―Ｓｉ―で示され
るユニットをいう。
【００３６】
　前記ポリシロキサンは、アルキル基及びアリール基を有することがさらに好ましい。こ
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の場合、前記シロキサン中のフッ化アルキル基の含有量は、ポリシロキサンの全質量に対
して５．０質量％以上３０．０質量％以下であることが好ましい。また、ポリシロキサン
中のオキシアルキレン基の含有量は、ポリシロキサンの全質量に対して５．０質量％以上
３０．０質量％以下であることが好ましい。また、前記ポリシロキサン中のアルキル基の
含有量は、ポリシロキサンの全質量に対して５．０質量％以上３０．０質量％以下である
ことが好ましい。また、前記ポリシロキサン中のアリール基の含有量は、ポリシロキサン
の全質量に対して５．０質量％以上３０．０質量％以下であることが好ましい。また、ポ
リシロキサン中のシロキサン部分の含有量は、ポリシロキサンの全質量に対して２０．０
質量％以上８０．０質量％以下になるようにすることが好ましい。前記のようにポリシロ
キサン中の成分の比率を制御することで、前記ポリシロキサンの持つ官能基が１種類のも
のに片寄らなくなり、現像効率の安定化や弾性体と表面層の密着性の向上、さらには弾性
体が含有する低分子物質の染み出し防止の効果が向上する。
【００３７】
　前記アルキル基としては、炭素数１～２１の直鎖状または分岐鎖状のアルキル基が好ま
しく、さらにはメチル基、エチル基、ｎ－プロピル基、ヘキシル基、デシル基が本発明の
効果を向上する点でより好ましい。また、アリール基としては、炭素数１～２１のアリー
ル基が好ましく、さらにはフェニル基が本発明の効果を向上する点でより好ましい。
【００３８】
　次に、本発明の表面層に含有させるポリシロキサンの製造工程について説明する。
　本発明の現像ローラの表面層に含有させる前記ポリシロキサンは下記工程（１）及び（
２）を経て得ることができる：
（１）カチオン重合可能な基を有する加水分解性シラン化合物と、フッ化アルキル基を有
する加水分解性シラン化合物とを加水分解によって縮合させる縮合工程、
（２）前記カチオン重合可能な基を開裂させることにより、工程（１）により得られた加
水分解性縮合物を架橋させる架橋工程。
【００３９】
　さらには、前記ポリシロキサンは下記工程（３）及び（４）を経て得ることがより好ま
しい：
（３）カチオン重合可能な基を有する加水分解性シラン化合物と、フッ化アルキル基を有
する加水分解性シラン化合物と、下記式（Ｉ）：
【化７】

（式（Ｉ）中、Ｒ１１は、アリール基で置換されたアルキル基または無置換のアルキル基
、もしくは、アルキル基で置換されたアリール基または無置換のアリール基を示し、Ｒ１

２は、飽和または不飽和の１価の炭化水素基を示し、ａは０乃至３の整数であり、ｂは１
乃至４の整数であり、ａ＋ｂ＝４である）
で示される構造を有する加水分解性シラン化合物とを加水分解によって縮合させる縮合工
程、
（４）前記カチオン重合可能な基を開裂させることにより、工程（３）により得られた加
水分解性縮合物を架橋させる架橋工程。
【００４０】
　上記式（Ｉ）中、Ｒ１１で示されるアリール基で置換されたアルキル基または無置換の
アルキル基のアルキル基としては、炭素数１～２１の直鎖状のアルキル基が好ましい。ま
た、上記式（Ｉ）中、Ｒ１１で示されるアルキル基で置換されたアリール基もしくは無置
換のアリール基のアリール基としては、フェニル基が好ましい。
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【００４１】
　上記式（Ｉ）中のａは、１～３の整数であることが好ましく、特には１であることがよ
り好ましい。また、上記式（Ｉ）中のｂは、１～３の整数であることが好ましく、特には
３であることがより好ましい。
【００４２】
　上記式（Ｉ）中のＲ１２で示される飽和または不飽和の１価の炭化水素基としては、例
えば、アルキル基、アルケニル基及びアリール基などが挙げられる。これらの中でも、炭
素数１～３の直鎖状もしくは分岐鎖状のアルキル基が好ましく、さらにはメチル基、エチ
ル基、ｎ－プロピル基がより好ましい。
【００４３】
　上記式（Ｉ）中のａが２または３の場合、２個または３個のＲ１１は同一であってもよ
く、異なっていてもよい。また、上記式（Ｉ）中のｂが２、３または４の場合、２個、３
個または４個のＲ１２は同一であってもよく、異なっていてもよい。
【００４４】
　以下に、上記式（ａ）で示される構造を有する加水分解性シラン化合物の具体例を示す
。
（Ｉ－１）：テトラメトキシシラン
（Ｉ－２）：テトラエトキシシラン
（Ｉ－３）：テトラプロポキシシラン
（Ｉ－４）：メチルトリメトキシシラン
（Ｉ－５）：メチルトリエトキシシラン
（Ｉ－６）：メチルトリプロポキシシラン
（Ｉ－７）：エチルトリメトキシシラン
（Ｉ－８）：エチルトリエトキシシラン
（Ｉ－９）：エチルトリプロポキシシラン
（Ｉ－１０）：プロピルトリメトキシシラン
（Ｉ－１１）：プロピルトリエトキシシラン
（Ｉ－１２）：プロピルトリプロポキシシラン
（Ｉ－１３）：ヘキシルトリメトキシシラン
（Ｉ－１４）：ヘキシルトリエトキシシラン
（Ｉ－１５）：ヘキシルトリプロポキシシラン
（Ｉ－１６）：デシルトリメトキシシラン
（Ｉ－１７）：デシルトリエトキシシラン
（Ｉ－１８）：デシルトリプロポキシシラン
（Ｉ－１９）：フェニルトリメトキシシラン
（Ｉ－２０）：フェニルトリエトキシシラン
（Ｉ－２１）：フェニルトリプロポキシシラン
（Ｉ－２２）：ジフェニルジメトキシシラン
（Ｉ－２３）：ジフェニルジエトキシシラン
【００４５】
さらには、前記ポリシロキサンは下記工程（５）及び（６）を経て得ることがより好まし
い：
（５）カチオン重合可能な基を有する加水分解性シラン化合物と、フッ化アルキル基を有
する加水分解性シラン化合物と、アルキル基を有する加水分解性シラン化合物と、アリー
ル基を有する加水分解性シラン化合物とを加水分解によって縮合させる縮合工程、
（６）前記カチオン重合可能な基を開裂させることにより、工程（５）により得られた加
水分解性縮合物を架橋させる架橋工程。
【００４６】
　このようなポリシロキサンを用いることによって、本発明の効果をいっそう高めること
が出来る。
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【００４７】
　前記カチオン重合可能な基を有する加水分解性シラン化合物は、下記式（ＩＩ）で示さ
れる構造を有する加水分解性シラン化合物であることが好ましい。
【化８】

（式（ＩＩ）中、Ｒ２１及びＲ２２は、それぞれ独立に、置換または無置換のアルキル基
を示し、Ｚ２１は２価の有機基を示し、Ｒｃ２１はカチオン重合可能な基を示し、ｄは０
乃至２の整数であり、ｅは１乃至３の整数であり、ｄ＋ｅ＝３である。）
【００４８】
　上記式（ＩＩ）中のＲｃ２１で示されるカチオン重合可能な基とは、開裂によってオキ
シアルキレン基を生成するカチオン重合可能な有機基を意味する。前記カチオン重合可能
な基として、例えば、エポキシ基やオキセタン基などの環状エーテル基、及び、ビニルエ
ーテル基などが挙げられる。これらの中でも、入手の容易性及び反応制御の容易性の観点
から、エポキシ基が好ましい。
【００４９】
　上記式（ＩＩ）中のＲ２１及びＲ２２で示される飽和又は不飽和の１価の炭化水素基と
しては、例えば、アルキル基、アルケニル基及びアリール基などが挙げられる。これらの
中でも、炭素数１～３の直鎖状又は分岐鎖状のアルキル基が好ましく、さらにはメチル基
、エチル基がより好ましい。
【００５０】
　上記式（ＩＩ）中のＺ２１の２価有機基としては、例えば、アルキレン基及びアリーレ
ン基などが挙げられる。これらの中でも、炭素数１～６のアルキレン基が好ましく、さら
にはエチレン基がより好ましい。
【００５１】
　上記式（ＩＩ）中のｅは、３であることが好ましい。また、上記式（ＩＩ）中のｄが２
の場合、２個のＲ２１は、同一であってもよく、異なっていてもよい。上記式（ＩＩ）中
のｅが２または３の場合、２個または３個のＲ２２は、同一であってもよく、異なってい
てもよい。
【００５２】
　以下に、上記式（ＩＩ）で示される構造を有する加水分解性シラン化合物の具体例を示
す。
（ＩＩ－１）：グリシドキシプロピルトリメトキシシラン
（ＩＩ－２）：グリシドキシプロピルトリエトキシシラン
（ＩＩ－３）：エポキシシクロヘキシルエチルトリメトキシシラン
（ＩＩ－４）：エポキシシクロヘキシルエチルトリエトキシシラン
【００５３】
　上記式（ＩＩ）中の官能基を好ましい範囲から選択して用いることにより、さらに本発
明の効果を向上することが可能となる。
【００５４】
　また、上記フッ化アルキル基を有する加水分解性シラン化合物は、下記式（ＩＩＩ）で
示される構造を有する加水分解性シラン化合物であることが好ましい。
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【化９】

（式（ＩＩＩ）中、Ｒ３１及びＲ３２は、それぞれ独立に、置換または無置換のアルキル
基を示し、Ｚ３１は２価の有機基を示し、Ｒｆ３１は炭素数１乃至１１のパーフルオロア
ルキル基を示し、ｆは０乃至２の整数であり、ｇは１乃至３の整数であり、ｆ＋ｇ＝３で
ある。）
【００５５】
　上記式（ＩＩＩ）中のＲ３１及びＲ３２で示される置換又は無置換のアルキル基として
は、それぞれ独立に、炭素数１～３の直鎖状又は分岐鎖状のアルキル基が好ましく、さら
にはメチル基、エチル基がより好ましい。
【００５６】
　上記式（ＩＩＩ）中のＺ３１の２価有機基としては、例えば、アルキレン基及びアリー
レン基などが挙げられる。これらの中でも、炭素数１～６のアルキレン基が好ましく、さ
らにはエチレン基がより好ましい。
【００５７】
上記式（ＩＩＩ）中、Ｒｆ３１の炭素数１～１１のパーフルオロアルキル基としては、特
に炭素数６～１１のパーフルオロアルキル基が好ましい。
【００５８】
　上記式（ＩＩＩ）中のｇは３であることが好ましい。
【００５９】
　上記式（ＩＩＩ）中のｆが２の場合、２個のＲ３１は、同一であってもよく、異なって
いてもよい。また、上記式（ＩＩＩ）中のｇが２または３の場合、２個または３個のＲ３

２は、同一であってもよく、異なっていてもよい。
【００６０】
　以下に、上記式（ＩＩＩ）で示される構造を有する加水分解性シラン化合物の具体例を
示す。
（ＩＩＩ－１）：ＣＦ３－（ＣＨ２）２－Ｓｉ－（ＯＲ）３

（ＩＩＩ－２）：Ｆ（ＣＦ２）２－（ＣＨ２）２－Ｓｉ－（ＯＲ）３

（ＩＩＩ－３）：Ｆ（ＣＦ２）４－（ＣＨ２）２－Ｓｉ－（ＯＲ）３

（ＩＩＩ－４）：Ｆ（ＣＦ２）６－（ＣＨ２）２－Ｓｉ－（ＯＲ）３

（ＩＩＩ－５）：Ｆ（ＣＦ２）８－（ＣＨ２）２－Ｓｉ－（ＯＲ）３

（ＩＩＩ－６）：Ｆ（ＣＦ２）１０－（ＣＨ２）２－Ｓｉ－（ＯＲ）３

式（ＩＩＩ－１）～（ＩＩＩ－６）中のＲはメチル基またはエチル基を示す。
【００６１】
　上記式（ＩＩＩ－１）～（ＩＩＩ－６）で示されるものの中でも、式（ＩＩＩ－４）～
（ＩＩＩ－６）で示されるものが好ましい。
【００６２】
　上記カチオン重合可能な基を有する加水分解性シラン化合物及び上記フッ化アルキル基
を有する加水分解性シラン化合物はそれぞれ、１種のみ用いてもよいし、２種以上用いて
もよい。
【００６３】
　特に、上記フッ化アルキル基を有する加水分解性シラン化合物として、上記式（ＩＩＩ
）で示される構造を有する加水分解性シラン化合物を用いる場合、次に示すものを組み合
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わせて用いることが好ましい。すなわち、Ｒｆ３１の炭素数ｎＡ（ｎＡは１～１１の整数
である）のものと、炭素数ｎＢ（ｎＢは１～１１の整数であり、かつｎＢ≠ｎＡである）
のものとを併用することが好ましい。このようにすると、得られるポリシロキサンは、炭
素数の異なるパーフルオロアルキル基を有することになる。パーフルオロアルキル基は、
現像ローラの表面に向かって配向する傾向にある。このため、現像ローラの表面層に含有
されるポリシロキサンが炭素数の異なるパーフルオロアルキル基を有していれば、現像ロ
ーラの表面に向かって長さの異なるパーフルオロアルキル基が配向することになる。この
場合、単一の長さのパーフルオロアルキル基が現像ローラの表面に向かって配向する場合
に比べて、現像ローラの表面層において表面近傍のフッ素原子濃度が高くなる。これによ
り、現像ローラのタック性が低くなるため、現像効率の安定化やフィルミングの抑制に優
れている。
【００６４】
　次に現像ローラの軸体および弾性層について詳細に説明する。
　本発明の現像ローラは前記図１に示したように、中心に軸体１０１として、通常、金属
などの導電性材料で形成される軸体１０１を有し、軸体１０１の外周面上に弾性層１０２
が固定された構造に構成される。軸体自体は、円柱状または中空円筒状の形状を有し、金
属などの導電性材料で形成される軸体を用いることが多いが、かかる現像ローラが電気的
に絶縁された状態で利用される場合には、使用に際して、現像ローラに加わる外力に対し
て、その軸体自体の形状を堅固に保持できる限り、非導電性材料で形成されていてもよい
。
【００６５】
　電子写真装置に利用される現像ローラは、電気的なバイアスを印加して、または、接地
されて、使用されるのが一般的である。そこで、軸体１０１は、支持部材であると共に、
導電材として少なくとも表面が導電性であることが好ましい。すなわち、少なくとも外周
面がその上に形成された弾性層２に所定の電圧を印加するに十分な導電性の材質、例えば
、アルミニウム、銅合金、ステンレス鋼等の金属または合金、あるいは、クロム、ニッケ
ル等でメッキを施した鉄、合成樹脂などで構成される。電子写真画像形成装置に利用され
る現像ローラでは、軸体１０１の外径は通常４ｍｍから１０ｍｍの範囲とするのが適当で
ある。
【００６６】
　弾性層１０２は、原料主成分としてゴムを用いた成型体である。弾性層１０２の原料主
成分のゴムとしては、従来より現像ローラに用いられている種々のゴムを用いることがで
きる。具体的には、エチレン－プロピレン－ジエン共重合ゴム（ＥＰＤＭ）、アクリルニ
トリル－ブタジエンゴム（ＮＢＲ）、クロロプレンゴム（ＣＲ）、天然ゴム（ＮＲ）、イ
ソプレンゴム（ＩＲ）、スチレン－ブタジエンゴム（ＳＢＲ）、フッ素ゴム、シリコーン
ゴム、エピクロロヒドリンゴム、ＮＢＲの水素化物、多硫化ゴム、ウレタンゴム等が挙げ
られ、これらのゴム材料を単独であるいは２種以上を混合して用いることができる。
【００６７】
　ゴムを主成分とした形成される成型体である弾性層のマイクロゴム硬度は、２０°以上
６０°以下であることが好ましく、より好ましくは、２５°以上５０°以下である。
【００６８】
　弾性層のマイクロゴム硬度が２０°未満では、現像ローラを圧接部材へ長期間圧接した
まま放置しておくと、現像ローラの圧接部には圧接永久歪が発生しやすくなる。その結果
、この現像ローラを用いて画像形成を行うと、歪に由来したスジの発生が見られやすくな
る。さらに、マイクロゴム硬度が６０°より大きくなると、現像ローラ及び現像ローラ上
に担持されている現像剤と圧接部材との当接圧力が大きくなり、使用している現像剤の劣
化が促進され、カブリの発生の原因となる。
【００６９】
　ここで、マイクロゴム硬度とは、高分子計器株式会社製のマイクロゴム硬度計ＭＤ－１
型を用いて測定した値である。本発明において、軸体上に積層された弾性層の硬度は、長
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手方向に等間隔で定めた３点の各点の周方向に等間隔で定めた３点の合計９点について常
温・常湿度の環境下で測定し、得られた測定値を平均して求められた値である。
【００７０】
　特に、弾性層を形成するゴム成型体の主成分ゴムとしてシリコーンゴムを用いると、上
記のような低硬度および低圧縮永久歪み性が得られやすいことから好ましい。利用できる
シリコーンゴムとしては、ポリジメチルシロキサン，ポリメチルトリフルオロプロピルシ
ロキサン，ポリメチルビニルシロキサン，ポリトリフルオロプロピルビニルシロキサン，
ポリメチルフェニルシロキサン，ポリフェニルビニルシロキサン、これらポリシロキサン
の共重合体等が挙げられる。
【００７１】
　なお、必要に応じて、導電性弾性層を形成するゴム成型体において硬度および圧縮永久
歪みが共に上記の範囲内に止まる限り、主成分として用いるシリコーンゴム以外に、天然
ゴム、イソプレンゴム、クロロプレンゴム、ＥＰＤＭ、ＳＢＲ、ＮＢＲ等を、形成される
ゴム成型体の２０質量％以下の割合で含有することもできる。
【００７２】
　更に、本発明の現像ローラでは、その弾性層を形成するゴム成型体を作製する際、弾性
層自体に要求される特性を得るために必要な成分、例えば、導電剤、非導電性充填剤など
に加え、ゴム成型体の作製に利用される各種添加剤成分、例えば、架橋剤、触媒、分散促
進剤などを主成分のゴム材料に適宜配合することができる。
【００７３】
　弾性層に導電性を付与する目的で添加する導電剤としては、カーボンブラック、グラフ
ァイト、アルミニウム、銅、錫、ステンレス鋼などの各種導電性金属または合金、酸化錫
、酸化亜鉛、酸化インジウム、酸化チタン、酸化錫－酸化アンチモン固溶体、酸化錫―酸
化インジウム固溶体などの各種導電性金属酸化物の微粉末、及びこれらの導電性材料で被
覆された絶縁性物質などの微粉末を用いることができる。これらの中、カーボンブラック
は、比較的安価かつ容易に入手でき、また、主成分のゴム材料の種類に依らず、良好な帯
電性を付与するため、好適に利用することができる。主成分のゴム材料中に、微粉末状の
導電剤を分散させる手段としては、従来から利用されるている手段、例えば、ロールニー
ダー、バンバリーミキサー、ボールミル、サンドグラインダー、ペイントシェーカーなど
を、主成分のゴム材料に応じて適宜利用することができる。
【００７４】
　その他、弾性層に導電性を付与するために、導電剤に代えて、あるいは、導電剤ととも
に、導電性高分子化合物を添加することもできる。例えば、導電性高分子化合物としては
、ホストポリマーとして、ポリアセチレン、ポリ（ｐ－フェニレン）、ポリピロール、ポ
リチオフェニン、ポリ（ｐ－フェニレンオキシド）、ポリ（ｐ－フェニレンスルフィド）
、ポリ（ｐ－フェレンビニレン）、ポリ（２，６－ジメチルフェニレンオキサイド）、ポ
リ（ビスフェノールＡカーボネート）、ポリビニルカルバゾール、ポリジアセチレン、ポ
リ（Ｎ－メチル－４－ビニルピリジン）、ポリアニリン、ポリキノリン、ポリ（フェニレ
ンエーテルスルフォン）などを使用し、これらにドーパントして、ＡｓＦ５、Ｉ２、Ｂｒ

２、ＳＯ３、Ｎａ、Ｋ、ＣｌＯ４、ＦｅＣｌ３、Ｆ、Ｃｌ、Ｂｒ、Ｉ、Ｋｒ等の各イオン
、Ｌｉ、ＴＣＮＱ（７，７，８，８－テトラシアノキノジメタン）等をドープしたものが
、従来から用いられている。
【００７５】
　ゴム成型体中に添加可能な非導電性充填剤としては、珪藻土、石英粉末、乾式シリカ、
湿式シリカ、酸化チタン、酸化亜鉛、アルミノケイ酸、炭酸カルシウム等を挙げることが
できる。
【００７６】
　ゴム成型体を作製する際、例えば、液状シリコーンゴムを用いる場合には、ポリオルガ
ノハイドロジェンシロキサンを架橋成分として、白金系触媒を用いて、ゴム成分を相互に
架橋することができる。
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【００７７】
　なお、現像ローラを当接する際に、均一なニップ幅を確保し、加えて、好適な耐圧縮永
久歪性を満たすものとするためには、弾性層の厚さは、好ましくは、１ｍｍ以上、より好
ましくは２ｍｍ以上とすることが望ましい。なお、作製される弾性ローラの外径精度を損
なわない限り、弾性層の厚さの上限は特にないが、一般に、弾性層の厚さを過度に厚くす
ると、作製されるゴム成型体の作製コストを適正な範囲に抑えることが難しく、この実用
上の制約をも考慮すると、弾性層の厚さは、５ｍｍ以下が好ましく、４ｍｍ以下がより好
ましい。また、弾性層の厚さは、目的とするニップ幅を達成するため、その硬度に応じて
、適宜選択されるものである。
【００７８】
　次に現像ローラの製造方法について詳細に説明する。
　本発明の現像ローラーの弾性層の製造方法としては、弾性層となる材料を押出し成形法
、型成形法、射出成形法などの方法によって製造することができる。又、寸法精度（外径
、振れ、円筒度等）を向上させるために、更に弾性層表面を研磨等で追加工することも可
能である。
【００７９】
　本発明の表面層を形成する方法としては以下のように行うことが好ましい。
　前記表面層を形成する塗布液を得る為に、少なくとも前記カチオン重合可能な基を有す
る加水分解性シラン化合物を水の存在下で加水分解反応させることによって加水分解性縮
合物を得る。必要に応じて、フッ化アルキル基を有する加水分解性シラン化合物及び上記
の他の加水分解性シラン化合物を併用してもよい。
【００８０】
　前記の加水分解反応の際、温度やｐＨなどを制御することで、所望の縮合度の加水分解
性縮合物を得ることができる。
【００８１】
　また、加水分解反応の際、加水分解反応の触媒として金属アルコキシドなどを利用し、
縮合度を制御してもよい。金属アルコキシドとしては、例えば、アルミニウムアルコキシ
ド、チタニウムアルコキシド及びジルコニアアルコキシドなど、ならびに、これらの錯体
（アセチルアセトン錯体など）が挙げられる。
【００８２】
　具体的には、フッ化アルキル基を有する加水分解性シラン化合物を、全加水分解性シラ
ン化合物に対して０．５～２０．０ｍｏｌ％の範囲になるように配合することが好ましく
、特には１．０～１０．０ｍｏｌ％の範囲になるように配合することがより好ましい。ま
た、上記式（Ｉ）で示される構造を有する加水分解性シラン化合物を併用する場合には、
カチオン重合可能な基を有する加水分解性シラン化合物（ＭＣ）と上記式（Ｉ）で示され
る構造を有する加水分解性シラン化合物（Ｍ１）とのモル比（ＭＣ：Ｍ１）が１０：１～
１：１０の範囲になるように配合することが好ましい。
【００８３】
　次に、例えば、加水分解性シラン化合物を水及びエタノールと混合した後、溶液のｐＨ
を５程度として室温で攪拌し、２４時間程度加熱還流（８０～１３０℃）を行うことによ
って、加水分解性縮合物を得る。得られた加水分解性縮合物を、溶剤で希釈し所定の濃度
に調整する。さらに、この縮合物含有アルコール溶液に対して光カチオン重合開始剤を添
加して表面層形成用の塗布液を調製し、軸体上に形成された弾性層上に、調製した塗布液
を塗布する。なお、本発明において、軸体上に形成した弾性層の上に形成した他の層の上
に、前記塗布液を塗布する事も可能である。
【００８４】
　塗布液を調製する際には、塗布性向上のために、さらに適当な溶剤を用いてもよい。適
当な溶剤としては、例えば、２－ブタノール、酢酸エチル、及びメチルエチルケトンなど
、あるいは、これらの混合溶剤が挙げられる。また、表面層用塗布液を塗布する際には、
ロールコーターを用いた塗布、浸漬塗布、リング塗布、スプレー塗布などを採用すること
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【００８５】
　次に、前記の表層形成用の塗布液を塗布された現像ローラ表面に活性エネルギー線を照
射する。前記の活性エネルギー線の照射によって、表面層形成用の塗布液に含まれる加水
分解性縮合物中のカチオン重合可能な基は開裂し、これによって上記加水分解性縮合物が
架橋して硬化する。
【００８６】
　前記現像ローラの表面層を硬化させる際、紫外線を照射する事で表面層の硬化反応を開
始させる事が好ましい。前記表面層を硬化させる際、カチオン重合可能な基を有するポリ
シロキサンに紫外線を照射する事で、カチオン重合可能な基が開裂し酸触媒となり、表面
層の硬化反応が起きる。この手法をとる事で、表面層形成時に熱をかける必要がなく、表
面層と弾性体の熱伸縮率の違いによる密着性の低下や表面層の応力の発生を防ぐ事も可能
である。
【００８７】
　紫外線の照射には、高圧水銀ランプ、メタルハライドランプ、低圧水銀ランプ、エキシ
マＵＶランプなどを用いることができ、これらのうち、波長が１５０～４８０ｎｍの紫外
線を豊富に含む光源が好適に用いられる。
【００８８】
　なお、紫外線の積算光量は、以下のように定義される。
　紫外線積算光量［ｍＪ／ｃｍ２］＝紫外線強度［ｍＷ／ｃｍ２］×照射時間［ｓ］
【００８９】
　紫外線の積算光量の調節は、照射時間、ランプ出力、ランプと被照射体との距離などを
調節して行うことが可能である。また、照射時間内で積算光量に勾配をつけてもよい。
【００９０】
　低圧水銀ランプを用いる場合、紫外線の積算光量は、ウシオ電機（株）製の紫外線積算
光量計ＵＩＴ－１５０－ＡやＵＶＤ－Ｓ２５４を用いて測定することができる。また、エ
キシマＵＶランプを用いる場合、紫外線の積算光量は、ウシオ電機（株）製の紫外線積算
光量計ＵＩＴ－１５０－ＡやＶＵＶ－Ｓ１７２を用いて測定することができる。
【００９１】
　また、架橋反応の際、架橋効率向上の観点から、カチオン重合触媒（重合開始剤）を共
存させておくことが好ましい。例えば、活性エネルギー線によって賦活化されるルイス酸
のオニウム塩に対してエポキシ基は高い反応性を示すことから、上記のカチオン重合可能
な基がエポキシ基である場合、カチオン重合触媒としては、ルイス酸のオニウム塩を用い
ることが好ましい。
【００９２】
　その他のカチオン重合触媒としては、例えば、ホウ酸塩、イミド構造を有する化合物、
トリアジン構造を有する化合物、アゾ化合物、過酸化物などが挙げられる。
【００９３】
　各種カチオン重合触媒の中でも、感度、安定性及び反応性の観点から、芳香族スルホニ
ウム塩や芳香族ヨードニウム塩が好ましい。特に、ビス（４－ｔｅｒｔ－ブチルフェニル
）ヨードニウム塩や、下記式（ＶＩＩ）で示される構造を有する化合物（商品名：アデカ
オプトマ－ＳＰ１５０、旭電化工業（株）製）や、下記式（ＶＩＩＩ）で示される構造を
有する化合物（商品名：イルガキュア２６１、チバスペシャルティーケミカルズ社製）が
好ましい。
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【化１０】

【化１１】

【００９４】
　前記カチオン重合触媒の使用量は、加水分解性縮合物に対して１～３質量％であること
が好ましい。
【００９５】
　なお本発明において、上記のように作製された表面層の層厚は、０．１μｍ～１．５μ
ｍであることが好ましく、０．３μｍ～１．０μｍであることがさらに好ましい。前記ポ
リシロキサンを含有する表面層の層厚が０．１μｍ未満であると、本発明の現像装置に用
いた場合、機械的強度が弱く、高い耐久性を得ることが出来ない。さらに、膜厚が薄くな
ると、弾性層が含有する低分子量物質の染み出しを防止することが困難でる。また、前記
ポリシロキサンを含有する表面層の層厚が１．５μｍより大きいと、前記表面層を形成す
る塗布液を均一の厚みで塗布することが困難でる。さらに、形成した画像には濃度ムラが
発生する場合がある。
【００９６】
　次に、本発明の現像ローラを搭載した現像装置及びプロセスカートリッジの一例を図２
に模式的に示す。
　図２の概略構成図に示すカラー電子写真画像形成装置は、イエローＹ、マゼンダＭ、シ
アンＣ、ブラックＢＫなど各色現像剤毎に設けられた画像形成部を有する。各画像形成部
には、それぞれ矢印方向に回転する潜像担持体としての感光ドラム５が設けられている。
各感光ドラムの周囲には、感光ドラムを一様に帯電するための帯電部材１２、一様に帯電
処理した感光ドラムにレーザー光１１を照射して静電潜像を形成する露光手段、静電潜像
を形成した感光ドラムに現像剤を供給し静電潜像を現像する現像装置１０が設けられてい
る。更に、感光ドラム上の現像剤像を、給紙ローラ２３により供給され搬送ベルト２０に
よって搬送される紙等の記録媒体２２の裏面からバイアス電源１８を印加して記録媒体上
に転写する転写ローラ１７を有する転写部材が設けられている。搬送ベルト２０は、駆動
ローラ１６、従動ローラ２２、テンションローラ１９に懸架され、各画像形成部で形成さ
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移動して記録媒体を搬送するよう制御される。
【００９７】
　更に、カラー電子写真画像形成装置には、記録媒体上に重畳転写した現像剤像を加熱な
どにより定着する定着装置１５と、画像形成された記録媒体を装置外に排紙する搬送装置
（図示せず）とが設けられている。
【００９８】
　一方、各画像形成部には各感光ドラム上に転写されずに残存する転写残現像剤を除去し
表面をクリーニングするクリーニングブレード１４を有するクリーニング部材と、感光ド
ラムから掻き取られた現像剤を収納する廃現像剤容器１３とが設けられている。クリーニ
ングされた感光ドラムは画像形成可能状態とされて待機するようになっている。
【００９９】
　上記各画像形成部に設けられる現像装置１０には、現像剤を収容した現像剤容器８と、
現像剤容器の開口を閉塞するように設置され、現像剤容器から露出した部分で感光ドラム
と対向して現像ローラ６が設けられる。現像剤容器内には、現像ローラに当接し現像ロー
ラに現像剤を供給するローラ状の現像剤塗布部材７と、現像ローラに供給した現像剤を薄
膜状に形成すると共に、摩擦帯電を行う現像剤量規制部材９とが設けられる。現像剤塗布
部材７としては、例えば、軸体上に発泡スポンジ体や、ポリウレタンフォームを設けたも
のや、レーヨン、ポリアミド等の繊維を植毛したファーブラシ構造のものなどが、感光ド
ラムへ現像剤を移送した後の現像ローラ上の残留現像剤を除去する点から好ましい。この
現像剤塗布部材は現像ローラと適切な当接幅を有して配置することが好ましく、また、現
像ローラに対してその当接部においてカウンター方向に回転することが好ましい。
【０１００】
　また、本発明の電子写真プロセスカートリッジは、上記現像ローラを有する現像装置と
、現像ローラに対向、当接して設けられ、現像ローラが担持する現像剤が付着されて可視
化される潜像を担持する潜像担持体、潜像担持体を帯電する帯電部材、潜像担持体をクリ
ーニングするクリーニング部材、および潜像担持体上の現像剤像を記録媒体に転写する転
写部材のいずれか一個または二個以上とを一体的に支持することによって構成される。具
体的には、電子写真プロセスカートリッジは、現像装置１０に加えて、感光ドラム５、帯
電部材１２、クリーニング部材１４、転写部材のいずれか一個または二個以上を一体的に
保持し、画像形成装置の本体に着脱可能に構成される。
【０１０１】
　次に本発明に関わる物性の測定方法及び分析方法について述べる。
＜ポリシロキサンの｛（ｘ＋ｙ）／（ｘ＋ｙ＋ｚ）｝の測定＞
　Ｓｉ－固体ＮＭＲ（商品名：ＣＭＸ－３００（商品名）、Ｃｈｅｍａｇｎｅｔｉｃｓ社
製）を用い、測定試料を直径７．５ｍｍのセラミック製プローブに挿入し、室温（２５℃
）にてＣＰ／ＭＡＳ法により｛（ｘ＋ｙ）／（ｘ＋ｙ＋ｚ）｝を測定した。測定試料とし
ては、現像ローラのポリシロキサンを含有する表面層から適当量採取し、これを粉砕した
ものを用いた。
【０１０２】
＜現像ローラ表面層の組成分析方法＞
１０倍以上１０００倍以下の光学顕微鏡に設置した３次元粗微動マイクロマニピュレータ
ー（（株）ナリシゲ製）を用い、現像ローラのポリシロキサンを含有する表面層から１ｍ
ｇ程度の試料を採取した。
　採取した試料を、ＴＧ－ＭＳ法（ＴＧ装置にＭＳ装置を直結して使用した）により、加
熱時に発生する気体の質量数ごとの濃度変化を、重量変化と同時に、温度の関数として追
跡した。測定の条件を表１に示す。
【０１０３】
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【表１】

【０１０４】
　上記条件で測定して得られたＴＧ－ＤＴＧ（Ｄｅｒｉｖａｔｉｖｅ　ｔｈｒｍｏｇｒａ
ｖｉｍｅｔｒｙ）曲線によると、室温付近から重量減少が認められた。また、４００℃以
上５００℃以下付近及び５００℃以上６５０℃以下付近の温度域の各々において顕著な重
量減少が認められた。
【０１０５】
　ここで、４００℃以上５００℃以下の温度域で発生する気体について、質量数（ｍ／ｚ
）３１、４３、５８、５９のオキシアルキレン基が確認でき、その重量減少率から、ポリ
シロキサン中のオキシアルキレン基の含有量を測定することが出来る。また、質量数（ｍ
／ｚ）７８（ベンゼン）、９１（トルエン）などのアリール基も確認でき、その重量減少
率から、ポリシロキサン中のアリール基の含有量を測定することが出来る。更に、質量数
（ｍ／ｚ）１６、４１などのアルキル基も確認でき、その重量減少率から、ポリシロキサ
ン中のアルキル基の含有量を測定することが出来る。
【０１０６】
　また、５００℃以上６００℃以下の温度域で発生する気体について、質量数（ｍ／ｚ）
５１、６９、１１９、１３１のフッ化アルキル基が確認でき、その重量減少率から、ポリ
シロキサン中のフッ化アルキル基の含有量を測定することが出来る。
現像ローラのポリシロキサンを含有する表面層がポリシロキサンのみからなるものである
場合、残渣はポリシロキサン中のシロキサン部分であると考えられ、したがって、残渣か
らポリシロキサン中のシロキサン部分の含有量を測定することが出来る。
【０１０７】
＜透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）による表面層の層厚測定＞
試料を３ｍｍ×３ｍｍ、厚み１ｍｍ程度のサイズに切り出し、紫外線硬化アクリル樹脂中
に埋め込んで、該樹脂を紫外線硬化した。ミクロトームを用いてガラスナイフでそのサン
プルをアルミ部分が数十μｍとなるまでトリミングし、最後に超薄切片（設定厚さ１００
ｎｍ）を作製した。
　透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）を用いて、該超薄切片の写真を５０００倍以上１００００
倍以下で撮り、該写真上で層厚測定を行った。
【０１０８】
以下に、実施例を示し、本発明をより具体的に説明するが、本発明は実施例によって限定
されるものではない。なお、実施例において使用した試薬類は、特に明記しない限り、市
販の高純度品である。
【０１０９】
　［実施例１］（弾性ローラの作製）
　弾性層の材料である液状シリコーンゴムにおいて、両末端にビニル基が置換し、ＢＨ型
粘度計によるロータＮｏ.7を４ｒｐｍで回転させた際の測定において粘度１２０Ｐａ・ｓ
のジメチルポリシロキサン１００部に、充填剤として石英粉末（商品名：Min-USil；Penn
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状品）１０部を配合したものを液状シリコーンゴムのベース材料として用いた。このベー
ス材料に、硬化触媒として白金化合物を微量配合したものと、オルガノハイドロジェンポ
リシロキサン（Ｓｉ－Ｈ基含有量０.８質量％）３部及び微量の硬化遅延剤を配合したも
のを質量比で１：１となるように混合した。得られた混合液を直径６ｍｍ、長さ３００ｍ
ｍのＳＵＳ製ニッケルメッキ軸体をセットしたパイプ型に注入して２００℃で2時間加熱
加硫し、ゴム部分の長さ２４０ｍｍの導電性を有する層厚３ｍｍの弾性層を得た。
　得られた弾性ローラ表面のマイクロゴム硬度（MD―１）測定を行ったところ、２２°で
あった。
【０１１０】
（表面層の形成）
　加水分解性シラン化合物として、次のものを準備した。
・グリシドキシプロピルトリエトキシシラン（ＧＰＴＥＳ）
２９．５１ｇ（０．１０６ｍｏｌ）、
・トリデカフルオロ－１，１，２，２－テトラヒドロオクチルトリエトキシシラン（ＦＴ
Ｓ、パーフルオルアルキル基の炭素数５）
１１．２０ｇ（０．０２２ｍｏｌ）、
・フェニルトリエトキシシラン（ＰｈＴＥＳ）　３０．７７ｇ（０．１２８ｍｏｌ）、
・ヘキシルトリメトキシシラン（ＨｅＴＭＳ）　１３．１９ｇ（０．０６４ｍｏｌ）
　これら加水分解性シラン化合物と水２５．９３ｇ及びエタノール６６．７５ｇとを混合
した後、室温で撹拌し、次いで２４時間加熱し、還流（１１０℃）下で反応を行いさせ、
加水分解性縮合物（以下、単に「縮合物」ともいう）を得た。
【０１１１】
　この縮合物をエタノールで希釈して固形分７．５質量％の縮合物含有アルコール溶液を
調整した。この縮合物含有アルコール溶液１００ｇに対して０．３５ｇの光カチオン重合
開始剤（芳香族スルホニウム塩（商品名：アデカオプトマーＳＰ－１５０、旭電化工業株
式会社製））を添加することによって、縮合物含有アルコール溶液１を調製した。縮合物
含有アルコール溶液調製用の上記縮合物の調製に用いた原材料及びその量を表２に、また
反応条件（加熱温度、加熱時間及びＲｏｈ）を表３に示す。なお、前記「Ｒｏｈ」は、下
記式で定義される値を意味する。
　Ｒｏｈ＝［Ｈ２Ｏ］／［ＯＲ］
（式中、［Ｈ２Ｏ］は使用した水の量［ｍｏｌ］を示し、［ＯＲ］は使用した加水分解性
シラン化合物に含まれるすべてのアルコキシ基の量［ｍｏｌ］を示す。）
【０１１２】
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【０１１３】
　この縮合物含有アルコール溶液１の１００ｇに対して０．３５ｇの光カチオン重合開始
剤としての芳香族スルホニウム塩（商品名：アデカオプトマーＳＰ－１５０、旭電化工業
（株）製）を添加し、さらにエタノールでこれを希釈することによって、固形分２質量％
の表面層用塗布液１を調製した。
【０１１４】
　次に、前記弾性層の表面に表面層用塗布液１をリング塗布（吐出量：０．００８ｍｌ／
ｓ（リング部のスピード：３０ｍｍ／ｓ、総吐出量：０．０６４ｍｌ）した。
　次に、前記弾性層の表面にリング塗布した表面層用塗布液１に２５４ｎｍの波長の紫外
線を積算光量が８５００ｍＪ／ｃｍ２になるように照射することによって、表面層用塗布
液１を硬化（架橋反応による硬化）させ、数秒間（２～３秒間）放置して乾燥させること
によって表面層を形成した。紫外線の照射には、ハリソン東芝ライティング（株）製の低
圧水銀ランプを用いた。
【０１１５】
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【表３】

【０１１６】
　以上のようにして、軸体、該軸体上に形成された導電性弾性層、および、該導電性弾性
層上に形成された表面層（表面層用塗布液１を用いて形成したポリシロキサンを含有する
層）を有する現像ローラを作製した。
　得られた現像ローラを、図２に示す現像装置に組み込み、カラーレーザープリンターＬ
ＡＳＥＲＪＥＴ３６００（日本ヒューレットパッカード社製）をこの現像装置を装着でき
るように改造した改造機を用いて、以下のようにゴースト、低音形成画像を評価した。こ
の場合、現像ローラの現像剤規制部材との当接圧力は、現像ローラ上の現像剤被覆量が０
．３５ｍｇ／ｃｍ２となるように調整した。
【０１１７】
＜耐久性＞
　２４℃、５０％ＲＨの環境下で１％印字で連続画像形成を３５００枚行い、終了後の現
像ローラの表面をキーエンス社製デジタルマイクロスコープ（商品名：ＶＨ―８０００）
を用いて観察を行い、以下の基準で評価した。
◎：使用前の表面状態と変化のないもの
○：ヒビ割れの発生が見られるが、画像上問題のないもの
△：ヒビ割れの発生が見られ、画像上に問題が発生しているもの
×：表面層の剥離が確認され、弾性層の表面が見られるもの
【０１１８】
＜濃度安定性＞
　２４℃、５０％ＲＨの環境下で１％印字で連続画像形成を３５００枚行い、１０枚目と
３５００枚目のベタ黒及びハーフトーンの画像から以下の基準で評価した。



(26) JP 5006586 B2 2012.8.22

10

20

30

40

50

◎：ベタ黒及びハーフトーン共に目視で濃度ムラが認められないもの
○：ベタ黒及びハーフトーンのどちらか一方で目視で濃度ムラがやや見られるもの
△：ベタ黒及びハーフトーン共に目視で濃度ムラがやや見られるもの
×：ベタ黒及びハーフトーン共に目視で濃度ムラがはっきりと見られるもの
【０１１９】
＜カブリ＞
　３０℃、８０％ＲＨの環境下（Ｈ／Ｈ）及び１５℃、１０％ＲＨの環境下で１％印字で
連続画像形成を３５００枚行い、３５００枚目のベタ白画像の反射率をランダムに１０箇
所測定し、その最悪値から未使用の記録紙の反射率（１０箇所の平均値）を差し引いた値
をカブリ濃度とした。この値を以下の基準で評価した。なお、反射率は東京電色製反射濃
度計（商品名：ＴＣ―６ＤＳ）を用いて測定を行った。
◎：１．０％未満
○：１．０％以上２．０％未満
△：２．０％以上３．０％未満
×：３．０％以上
【０１２０】
　また、現像ローラの弾性体が含有する低分子量物質の染み出し防止試験及び耐圧縮永久
歪性の試験は下記のように行った。
　現像ローラを前記プロセスカートリッジに組み込み、現像剤規制部材と圧接させたまま
４０℃、９５％ＲＨの環境下で３０日間放置させた。その後、現像剤規制部材の圧接部を
前記デジタルマイクロスコープを使用して観察を行い、以下の基準で評価した。また、放
置後の現像ローラを使用して画像形成を行い、１枚目のベタ黒及びハーフトーン画像から
以下の基準で評価した。
【０１２１】
＜染み出し防止試験＞
◎：染み出し物の存在が確認されないもの
○：染み出し物の存在が所々で確認できるが、画像上問題のないもの
△：染み出し物の存在が確認され、画像上に弊害がやや見られるもの
×：染み出し物の存在が確認され、画像上に弊害がはっきりと見られるもの
【０１２２】
＜耐圧縮永久歪性の試験＞
◎：ベタ黒及びハーフトーン共に目視で歪由来のスジが確認できないもの
○：ベタ黒及びハーフトーンのどちらか一方に目視で歪由来のスジがやや見られるもの
△：ベタ黒及びハーフトーン共に目視で歪由来のスジがやや見られるもの
×：ベタ黒及びハーフトーン共に目視で歪由来のスジがはっきりと見られるもの
【０１２３】
　［実施例２～１４］
　表２及び表３にそれぞれ示す溶液２～１４に対応する塗布液及び加水分解性縮合物を得
る際の反応条件（加熱還流時間、加熱温度、Ｒｏｈ）を使用した以外は実施例１と同様に
して現像ローラ２～１４を作製し、実施例１と同様にして物性を測定し、評価を行った。
それぞれの現像ローラの作製において使用した塗布液、反応条件および得られた結果を表
４及び表５に示す。
【０１２４】
　［実施例１５～１９］
表面層作製時にリング塗布時の総吐出量を調整し、層厚を厚めにしたこと以外は実施例１
と同様にして現像ローラ１５～１９を作製した。また、実施例１と同様にして物性を測定
し、評価を行った。それぞれの現像ローラの作製において使用した塗布液、反応条件およ
び得られた結果を表４及び表５に示す。
【０１２５】
　［実施例２０、２１］
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（弾性層の形成）
　弾性層成形時にそれぞれ粘度８０Ｐａ・ｓ、４０Ｐａ・ｓのジメチルポリシロキサンを
使用した以外は、実施例１と同様にして弾性ローラを作製した。この時得られた弾性ロー
ラ表面のマイクロゴム硬度（MD―１）測定を行ったところ、それぞれ４０°、５５°であ
った。
【０１２６】
（表面層の形成）
　表２及び表３にそれぞれ示す溶液１５に対応する塗布液及び加水分解性縮合物を得る際
の反応条件（加熱還流時間、加熱温度、Ｒｏｈ）を使用した以外は実施例１と同様にして
表面層を形成した。
以上において作製された現像ローラ２０・２１について、実施例１と同様にして物性を測
定し、評価を行った。それぞれの現像ローラの作製において使用した塗布液、反応条件お
よび得られた結果を表４及び表５に示す。
【０１２７】
［実施例２２］
　表２及び表３にそれぞれ示す溶液１６に対応する塗布液及び加水分解性縮合物を得る際
の反応条件（加熱還流時間、加熱温度、Ｒｏｈ）を使用した以外は実施例２０と同様にし
て現像ローラ２２を作製し、実施例１と同様にして物性を測定し、評価を行った。それぞ
れの現像ローラの作製において使用した塗布液、反応条件および得られた結果を表４及び
表５に示す。
【０１２８】
［実施例２３］
（弾性ローラの作製）
　ＥＰＤＭとしてエスプレン５０５（住友化学社製）を１００質量部、炭化水素系可塑剤
としてＰ－３００（シェル化学製）（流動点－１２．５℃）を７０質量部、加工助剤とし
てステアリン酸１質量部、充填剤としてＭＴカーボンブラックのサーマックッスフローフ
ォームＮ９９０（ＣＡＮＣＡＢ社製）３０質量部、加硫剤として硫黄１質量部、加硫助剤
としてメルカプトベンゾチアゾール（ＭＢＴ）１質量部をオープンロールにて混合し、弾
性層用の未加硫ゴム組成物を得た。
【０１２９】
　得られた未加硫ゴム組成物をベント式ゴム押出機（口径５０ｍｍベント押出機  Ｌ／Ｄ
＝１６  ＥＭ技研社製）によってチューブ状に押出し、加硫缶を用いた加圧水蒸気により
１６０℃で３０分間の一次加硫を行い、外径１４ｍｍ、内径５．５ｍｍ、長さ２５０ｍｍ
のゴムチューブを作製した。
【０１３０】
　次に、直径６ｍｍ、長さ３００ｍｍのＳＵＳ製ニッケルメッキ軸体の円柱面の軸方向中
央部２３２ｍｍにプライマーを塗布したものを、前記のゴムチューブに圧入し、熱風炉に
て１６０℃で２時間の二次加硫と接着処理を行った。この加硫後のローラーのゴム両端部
を切り、ゴム部分の長さを２４０ｍｍとした後、ゴム部分を回転砥石で研磨し、直径１３
ｍｍの直線形状の弾性ローラーを作製した。得られた弾性ローラ表面のマイクロゴム硬度
（MD―１）測定を行ったところ、６２°であった。
【０１３１】
（表面層の形成）
表２及び表３にそれぞれ示す溶液１７に対応する塗布液及び加水分解性縮合物を得る際の
反応条件（加熱還流時間、加熱温度、Ｒｏｈ）を使用した以外は実施例１と同様にして表
面層を形成した。
以上において作製された現像ローラ２３について、実施例１と同様にして物性を測定し、
評価を行った。現像ローラの作製において使用した塗布液、反応条件および得られた結果
を表４及び表５に示す。
【０１３２】
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［実施例２４］
（弾性ローラの形成）
　炭化水素系可塑剤としてのＰ－３００（シェル化学製）（流動点－１２．５℃）を８０
質量部にした以外は実施例２３と同様にして弾性ローラを作製した。得られた弾性ローラ
表面のマイクロゴム硬度（MD―１）測定を行ったところ、６０°であった。
【０１３３】
（表面層の形成）
　表２及び表３にそれぞれ示す溶液１５に対応する塗布液及び加水分解性縮合物を得る際
の反応条件（加熱還流時間、加熱温度、Ｒｏｈ）を使用した以外は実施例１と同様にして
表面層を形成した。
以上において作製された現像ローラ２０について、実施例１と同様にして物性を測定し、
評価を行った。現像ローラの作製において使用した塗布液、反応条件および得られた結果
を表４及び表５に示す。
【０１３４】
［実施例２５、２６］
（弾性層の形成）
　弾性層成形時にそれぞれ粘度２５０Ｐａ・ｓ、３００Ｐａ・ｓのジメチルポリシロキサ
ンを使用した以外は、実施例１と同様にして弾性ローラを作製した。この時得られた弾性
ローラ表面のマイクロゴム硬度（MD―１）測定を行ったところ、それぞれ２２°、１８°
であった。
【０１３５】
（表面層の形成）
　表２及び表３にそれぞれ示す溶液１５に対応する塗布液及び加水分解性縮合物を得る際
の反応条件（加熱還流時間、加熱温度、Ｒｏｈ）を使用した以外は実施例１と同様にして
表面層を形成した。
以上において作製された現像ローラ２５、２６について、実施例１と同様にして物性を測
定し、評価を行った。それぞれの現像ローラの作製において使用した塗布液、反応条件お
よび得られた結果を表４及び表５に示す。
【０１３６】
［比較例１～６］
　表２及び表３にそれぞれ示す溶液１８～２３に対応する塗布液及び加水分解性縮合物を
得る際の反応条件（加熱還流時間、加熱温度、Ｒｏｈ）を使用した以外は実施例１と同様
にして現像ローラ２７～３２を作製し、実施例１と同様にして物性を測定し、評価を行っ
た。それぞれの現像ローラの作製において使用した塗布液、反応条件および得られた結果
を表４及び表５に示す。
【０１３７】
［比較例７］
固形状シリコーンゴム（信越化学工業社製、商品名ＫＥ－９７１０）１００重量部、過酸
化物架橋剤（信越化学工業社製、商品名Ｃ－８）２重量部及び白色顔料（信越ポリマー社
製、商品名カラーＷ）７重量部から成るゴムコンパウンドＡを用いて、直径６ｍｍ、長さ
３００ｍｍのＳＵＳ製ニッケルメッキ軸体上に層厚３ｍｍ、長さ２３０ｍｍの弾性層を形
成した。得られた弾性層表面のマイクロゴム硬度（MD―１）測定を行ったところ、７０°
であった。次に、ポリオキシへキサフルオロプロピレン基を側鎖に有するポリオルガノシ
ロキサン液状ゴム（信越化学工業社製、商品名Ｘ７０－４０００）１００重量部、ジクミ
ルパーオキシド（信越化学工業社製、商品名Ｃ－３）１．５重量部、塩化白金酸触媒（信
越化学工業社製、商品名ＣＡＴ－ＰＬ－２）０．０４重量部、メチルハイドロジエンポリ
シロキサン（信越化学工業社製、商品名Ｃ－１５３Ａ）２重量部から成るゴムコンパウン
ドＢを配合混練し、二層共押出成形法（架橋条件、３５０℃Ｘｌ０５ｅｃ）により、厚さ
１．００ｍｍの表面層を有する直径１４ｍｍ、長さ２３０ｍｍの２層現像ローラ３３を成
形した。
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　以上において作製された現像ローラについて、実施例１と同様にして物性を測定し、評
価を行った。現像ローラの作製において使用した塗布液、反応条件および得られた結果を
表４及び表５に示す。
【０１３９】
【表４】

【０１４０】
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【表５】

【０１４１】
※ここで総合評価とは、現像ローラの各評価について、
◎：全ての評価で◎であるもの
○：各評価において○があるもの、または△が１つのみあるもの
△：各評価において△が２つ以上あるもの
×：各評価において、×が一つ以上あるもの、または不備により評価まで至らなかったも
のである。
【図面の簡単な説明】
【０１４２】
【図１】現像ローラの１例の断面図である
【図２】電子写真方式の画像形成装置の一例の模式図である。
【符号の説明】
【０１４３】
１０１‥‥軸体
１０２‥‥弾性層
１０３‥‥表面層
５‥‥感光ドラム
６‥‥現像ローラ
７‥‥弾性ローラ
８‥‥現像剤容器
９‥‥現像剤量規制ブレード
１０‥‥現像装置
１１‥‥レーザー光
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１２‥‥帯電部材
１３‥‥廃現像剤容器
１４‥‥クリーニングブレード
１５‥‥定着装置
１６‥‥駆動ローラ
１７‥‥転写ローラ
１８‥‥バイアス電源
１９‥‥テンションローラ
２０‥‥搬送ベルト
２１‥‥従動ローラ
２２‥‥記録媒体
２３‥‥給紙ローラ

【図１】

【図２】
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